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前回のご報告（令和３年１１月１７日 交通政策審議会第８３回港湾分科会）以降の主な動き
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日付 主な動き
対応
ページ

令和３年
１２月２４日

秋田県及び千葉県沖３海域における発電事業者を選定 P4

令和４年
１月１９日
～２月１日

有望な区域である４区域（「秋田県男鹿市、潟上市及び秋田市沖」、「山形
県遊佐町沖」、「新潟県村上市及び胎内市沖」「千葉県いすみ市沖」）にお
ける第１回協議会を開催

P3

２月１７日
第５回 2050 年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方に関
する検討会（最終回）を開催

P5～8

２月２８日 第１２回 港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会を開催 P9



岩手県久慈市沖（※）

北海道石狩市沖（※）

北海道島牧沖
しままき

令和2年6月24日公募開始
令和3年6月11日事業者選定

青森県陸奥湾

長崎県西海市江島沖

青森県沖日本海（北側）

新潟県村上市及び胎内市沖（※）

秋田県八峰町及び能代市沖

秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖

秋田県男鹿市、潟上市及び秋田市沖（※）

千葉県銚子市沖

青森県沖日本海（南側）

長崎県五島市沖

北海道岩宇及び南後志地区沖

北海道檜山沖

山形県遊佐町沖（※）

秋田県由利本荘市沖（北側）
ゆざまち

ゆりほんじょう

令和2年11月27日公募開始
令和3年12月24日事業者選定

令和2年11月27日公募開始
令和3年12月24日事業者選定

令和2年11月27日公募開始
令和3年12月24日事業者選定

がんう みなみしりべし むつ

ひやま

かたがみ

おが

はっぽうちょう のしろ

秋田県由利本荘市沖（南側）

さいかい えのしま

たいない

みたねちょうのしろ

令和2年12月25日第1回協議会開催
令和3年12月22日第2回協議会開催

令和3年4月23日第1回協議会開催
令和3年9月30日第2回協議会開催

おが

北海道松前沖（※）

福岡県響灘沖（※）

佐賀県唐津市沖（※）

ひびきなだ

福井県あわら市沖（※）

千葉県いすみ市沖（※）

洋上風力発電に係る基地港湾及び促進区域の位置図

岸壁(-10m(暫定)、180m)
（地耐力強化）

泊地(-10m(暫定))
事業期間：
令和元年度～令和５年度

能代港
のしろ

岸壁(-10m(暫定)、180m)
（地耐力強化）

ふ頭用地

泊地(-10m(暫定))

航路・泊地(-9m(暫定))

北九州港 事業期間：
令和２年度～令和６年度

岸壁(水深11m)
(耐震)

秋田港

事業期間：
令和元年度～令和２年度
※令和３年４月９日に貸付
契約締結済

岸壁（-11m（暫定）、190m）（耐震）
（地耐力強化）

岸壁(-12m、200m)
（地耐力強化）

航路・泊地（-12m)

泊地(-12m)

鹿島港

事業期間：
令和２年度～令和５年度

凡例

：促進区域（令和２年７月２１日指定）（４区域）

：「有望な区域」（７区域）

：一定の準備段階に進んでいる区域（１０区域）
このうち、（※）を付けた６区域は、令和３年９月１３日に追加

：促進区域（令和元年１２月２７日指定） （１区域）

「有望な区域」・・・協議会を設置し促進区域の指定に向けた協議を開始するとともに、

国による調査を実施する区域

：基地港湾（令和２年９月２日指定）（４港湾）

このうち、（※）を付けた４区域は、令和３年９月１３日に追加

：促進区域（令和３年９月１３日指定）（１区域）

令和3年12月10日公募開始

令和4年1月25日第1回協議会開催

令和4年1月24日第1回協議会開催

令和4年1月19日第1回協議会開催

令和4年2月1日第1回協議会開催

3



秋田県及び千葉県沖における事業者選定について

4

選定事業者（コンソーシアム）
秋田能代・三種・男鹿オフショアウィンド
構成員： 三菱商事エナジーソリューションズ株式会社、

三菱商事株式会社、株式会社シーテック
事業計画概要
発電設備： 着床式洋上風力発電
発電設備出力： 47.88万kW 

（1.26万kW×38基、GE製）
運転開始予定時期： 2028年12月
供給価格： 13.26円/kWh

秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖

選定事業者（コンソーシアム）
秋田由利本荘オフショアウィンド
構成員： 三菱商事エナジーソリューションズ株式会社、

三菱商事株式会社、株式会社ウェンティ・ジャパン、
株式会社シーテック

事業計画概要
発電設備： 着床式洋上風力発電
発電設備出力： 81.9万kW 

（1.26万kW×65基、GE製）
運転開始予定時期： 2030年12月
供給価格： 11.99円/kWh

秋田県由利本荘市沖

選定事業者（コンソーシアム）
千葉銚子オフショアウィンド
構成員： 三菱商事エナジーソリューションズ株式会社、

三菱商事株式会社、株式会社シーテック
事業計画概要
発電設備： 着床式洋上風力発電
発電設備出力： 39.06万kW 

（1.26万kW×31基、GE製）
運転開始予定時期： 2028年9月
供給価格： 16.49円/kWh

千葉県銚子市沖

○昨年１２月２４日、再エネ海域利用法に基づく海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域である「秋田県
能代市、三種町及び男鹿市沖」、「秋田県由利本荘市沖」、「千葉県銚子市沖」における選定事業者について、
それぞれ、「秋田能代・三種・男鹿オフショアウィンド」、「秋田由利本荘オフショアウィンド」、「千葉銚子オフショ
アウィンド」を選定した。

千葉県銚子市沖

秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖

秋田県由利本荘市沖

※ 促進区域である「秋田県八峰町及び能代市沖」 については、本年６月１０日に公募を締め切り、その後、事業者の選定に向けて審査・評価を行う予定。



年月 事項

2019年
（令和元年）

4月 再エネ海域利用法施行

12月 再エネ海域利用法に基づく促進区域の指定（１区域：長崎県五島市沖）

2020年
（令和２年）

2月 改正港湾法施行（基地港湾制度の導入、等）

7月 再エネ海域利用法に基づく促進区域の指定（４区域）
（①秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖、②秋田県由利本荘市沖（北側）、③同（南側）、④千葉県銚子市沖）

8月 第６回洋上風力促進小委員会 開催
（海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾の指定について議論）

9月 国土交通大臣による基地港湾の指定（能代港、秋田港、鹿島港、北九州港）

10月 菅義偉内閣総理大臣（当時）が2050年カーボンニュートラルを目指すことの宣言

12月 「洋上風力産業ビジョン」策定
‐ 2030年1,000万kW、2040年3,000～4,500万kWの導入目標を設定
（参考：「長期エネルギー需給見通し関連資料（2015.7）」では、2030年度における風力発電の導入見込量
は「82万kW」としている。原発１基が概ね100万ｋWの出力）

‐ 上記導入目標を実現するため、洋上風力産業ビジョンにおいて「将来的な我が国の基地港
湾に求められる機能の検討を進める」としている

2021年
（令和３年）

5月 「2050年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方に関する検討会」設置

○ 2019年4月の再エネ海域利用法の施行後、洋上風力発電を取り巻く状況は大きく変化。特に2020年10月の
カーボンニュートラル宣言後に策定した「洋上風力産業ビジョン」では、これまでを大きく上回る導入目標を設定。
○ このため、新たな基地港湾の指定の考え方についても、適切な見直しが必要。

洋上風力発電・基地港湾を取り巻く近年の動向
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• 「洋上風力産業ビジョン（第1次）」に鑑み、系統整備マスタープランの検討状況や将来の洋上風力発電設備の大型化等の動
向を見据えつつ、必要となる基地港湾の全国配置及び各基地港湾の面積・地耐力等を検討した上で、港湾管理者とともに
計画的に基地港湾の整備を進めていく必要がある。

• あわせて、基地港湾を活用した地域振興を実現するための具体的な方策を整理する必要がある。

趣旨

主な検討項目

Ⅱ.基地港湾を活用した地域振興Ⅰ.基地港湾の配置及び規模

○ 将来的な系統整備スケジュールを踏まえ、ビジョンの目標
を実現するために必要となる、基地港湾の配置について検
討。

○ 近年の洋上風力発電設備の大型化動向等を把握した上で、
基地港湾における面積・地耐力等の最適な規模について検
討。

○ 浮体式洋上風力発電設備に適した基地港湾の面積・地耐
力・岸壁水深等の規模について検討。 等

○ 港湾管理者や地元市町村等の地域振興の参考とな
るよう、我が国で想定される地域振興のケースを整理。

○ 想定される地域振興のケースに対して、その実現の
ために必要な現地条件（面積・既存産業の有無、等）や
支援制度等を整理した地域振興モデルを検討・とりまと
め。

○ 地域振興モデルに係る、全国及び地元への経済波
及・雇用創出効果の検討。 等

2050年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方に関する検討会

【有識者】
横浜国立大学名誉教授/放送大学名誉教授
神奈川大学海とみなと研究所 上席研究員 來生 新（座長）
足利大学理事長 牛山 泉
早稲田大学法学学術院教授 河野 真理子
東京理科大学理工学部土木工学科教授 菊池 喜昭
京都大学経営管理大学院特命教授 渡部 富博

【関係団体】
（一財）沿岸技術研究センター、（一財）港湾空港総合技術センター、
（一社）日本埋立浚渫協会、（一社）日本港運協会、（公社）日本港湾
協会、（一社）日本風力発電協会

【行政関係者】
資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課長
国土交通省港湾局計画課長、同産業港湾課長、同海洋・環境課長

委員

スケジュール
令和3年5月18日に第１回検討会を開催、令和4年2月17日に第5回検討会を開催し、取りまとめ。
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Ⅱ.基地港湾を活用した地域振興Ⅰ.基地港湾の配置及び規模

３ 規模（地耐力）
- 将来的に、20MW機までの洋上風車に対応するた
めには、最大約200t/m2のクレーン荷重に対応する
必要がある。

- 砕石・敷鉄板・コンクリート版等により、４分の１に荷
重分散した場合、50t/m2の地耐力が必要（現状は
35t/m2で整備）

２ 規模（面積）
- 50万kW規模の発電所を海上工事2年で整備するに
は、約27.5~32.0haの面積が必要。隣接岸壁を有
する場合は約12.5~14.5haの面積が必要。
（現状の基地港湾4港は15~20ha程度の土地が利
用可能）

- 基地港湾に加え、基地港湾を補完する港湾を12ha
程度活用することで効率性が向上。

１ 配置
- 現状、基地港湾は４港指定されているが、洋上風力
産業ビジョンの導入目標の達成のためには追加的
な基地港湾が必要。
（詳細は次頁参照）

‐ 港湾管理者及び自治体が、自らの地域の状況に
適した地域振興を検討・推進するため、国内外の
先進事例等、参考となる情報を、「洋上風力発電
を通じた地域振興ガイドブック」としてとりまとめ。

目次
１．本資料の目的、位置づけ
２．基地港湾等を活用した地域振興の基本的な考え方
３．洋上風力発電産業の全体像とフェーズ
４．事例集で紹介している地域振興モデル等の事例について

【事例集】
１．地域振興モデルに関する事例
（１）地域振興の考え方
（２）地域振興モデルの種類
（３）海外港事例
（４）国内港取組事例

２．港湾管理者・自治体が果たした役割に関する事例
（１）海外事例
（２）国内での取組事例
（３）企業誘致、地元企業参入において求められる情報内容の違い

３．人材育成に関する事例
（１）人材育成に関する取組の体系
（２）人材育成に関する海外事例
（３）人材育成に関する国内事例

４．地域振興の効果に関する事例
（１）地域振興の効果の考え方
（２）効果の算出方法
（３）効果の算出事例

【参考資料】
１．洋上風力関連産業の全体像
２．国内の洋上風力関連産業のマーケット動向
３．サプライチェーンや工場立地の世界的な動向
４．地元企業の参入が期待される業務の内容

検討会とりまとめの主なポイント
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1～2港

6～10港

2港

3港

4～6港

4～5港

能代港

秋田港

鹿島港

北九州港

北海道、東北、北陸エリア

東京、中部、関西エリア

中国、四国、九州エリア

地域別の基地港湾の必要数の目安洋上風力産業ビジョン（第１次）で示された地域別導入イメージ※

（出所）洋上風力産業ビジョン（第１次）を基に作成

※FIT認定量ベース

 洋上風力産業ビジョン（第１次）に示された導入目標の達成のために必要となる基地港湾の数の
目安を、地域別に試算した結果は下記のとおり。

2030年目標達成に必要となる、
2030年までに新たに供用開始する基地港湾数

2040年目標達成に必要となる、
2030年以降更に追加する基地港湾数

北海道、東北、北陸エリア ２～３港程度 ２～５港程度

東京、中部、関西エリア １港程度 １港程度

中国、四国、九州エリア ０～１港程度 ３～４港程度

地域別の基地港湾の必要数の目安（試算）
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○ 「2050年カーボンニュートラルに向けた基地港湾のあり方に関する検討会」のとりまとめを踏まえ
つつ、①限られた港湾空間の有効活用（広大な候補用地の確保）、②洋上風力発電の案件形成強
化に向けた事業者の予見性向上、③計画的・効率的な投資等の観点から、将来的に基地港湾の
指定見込みのある港湾（ふ頭）を整理・公表していく。

交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会において、新た
な海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）の指定に向けた
進め方について了解

港湾管理者への意向確認を開始

港湾管理者への意向確認〆切

意向確認結果を踏まえた検討、洋上風力促進小委員会における審議

将来的に基地港湾の指定見込みのある港湾（ふ頭）の整理・公表

洋上風力発電の案件形成の状況等を踏まえつつ、基地港湾の指定の必要性
が高まった段階で、基地港湾として指定

２月２８日

３月頃

５月頃

７～８月頃

随時

基地港湾に関する今後の進め方
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○再エネ海域利用法※１及び改正港湾法に基づく、具体的な手続きの流れは以下のとおり。
（改正港湾法に基づく基地港湾の指定は、促進区域周辺に基地港湾が存在しない場合に実施）

公募に基づく事業者選定促進区域の指定

※１海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成30年法律第89号）
※２改正港湾法第２条の４に基づく「海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾」（基地港湾）の指定
※３電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法第9条に基づく経済産業大臣による発電事業計画の認定
※４改正港湾法第５５条の２に基づく「海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭」を構成する行政財産の貸付け

国
交
大
臣
に
よ
る

基
地
港
湾
の
埠
頭
の
貸
付※

４

港
湾
管
理
者
に
よ
る

港
湾
計
画
の
変
更

国
交
大
臣
に
よ
る

基
地
港
湾
の
指
定※

２

：再エネ海域利用法の手続き
：港湾法の手続き

政
府
に
よ
る

基
本
方
針
の
作
成

経
産
大
臣
及
び
国
交
大
臣

に
よ
る
公
募
占
用
指
針
の
公
示

経
産
大
臣
及
び
国
交
大
臣

に
よ
る
最
も
適
切
な
事
業
者
の

選
定
と
計
画
の
認
定

認
定
さ
れ
た
計
画
に
基
づ
き
、

経
産
大
臣
に
よ
りFIT

認
定※

３

認
定
さ
れ
た
計
画
に
基
づ
き
、

国
交
大
臣
に
よ
り
占
用
を
許
可

（
最
大3

0

年
間
）

事
業
者
に
よ
る

公
募
占
用
計
画
の
提
出

経
産
大
臣
及
び
国
交
大
臣

に
よ
る
促
進
区
域
の
指
定

国
交
大
臣
に
よ
る

占
用
料
の
徴
収

令和２年９月２日、４港を初指定（秋田港、能代港、鹿島港、北九州港）
促進区域周辺に
基地港湾が存在
しない場合

促進区域周辺に
基地港湾が存在
しない場合

令和３年６月１１日
・「⾧崎県五島市沖」での事業者選定
令和３年１２月２４日
・「秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖」、
「秋田県由利本荘市沖」、「千葉県銚子市沖」
での事業者選定

令和３年１２月１０日
・秋田県八峰町及び能代市沖で
公募開始（令和４年６月１０
日公募締切）

（参考）再エネ海域利用法（H31.4施行）及び改正港湾法（R2.2施行）の概要
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○秋田港 【事業の概要】
・整備施設 ：岸壁(地耐力強化)
・事業期間 ：令和元年度～令和２年度

【位置図】

秋田港

○能代港

○鹿島港 ○北九州港

【事業の概要】

・整備施設 ：岸壁(水深10m(暫定))、(地耐力強化)、

泊地(水深10m(暫定)）

・事業期間 ：令和元年度～令和５年度

【位置図】

能代港

【事業の概要】

・整備施設 ：岸壁(水深12m)、(地耐力強化)、

航路・泊地(水深12m）、

泊地(水深12m）

・事業期間 ：令和２年度～令和５年度

【位置図】

鹿島港

岸壁(-12m、200m)
（地耐力強化）

航路・泊地（-12m)

泊地(-12m)

【事業の概要】

・整備施設 ：岸壁(水深10m(暫定))、(地耐力強化)、

泊地(水深10m(暫定))、

航路･泊地(水深9m(暫定))、ふ頭用地

・事業期間 ：令和２年度～令和６年度

岸壁(-10m(暫定)、180m)
（地耐力強化）

ふ頭用地

泊地(-10m(暫定))

航路・泊地(-9m(暫定))

北九州港
【位置図】

【飯島地区】【大森地区】

【外港地区】 【響灘地区】

泊地(-10m(暫定))

岸壁(-10m(暫定)、180m)
（地耐力強化）

岸壁（-11m(暫定)、190m）（耐震）
（地耐力強化）

【貸付の概要】
・貸付期間 ：令和３年４月９日～令和28年12月１日
・独占排他的使用期間：令和 3年 4月 9日～令和 5年12月31日(風車建設)

令和24年12月 1日～令和28年12月 1日(風車撤去・解体)
・賃 借 人 ：秋田洋上風力発電株式会社

（参考）海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）の概要
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○ 秋田港内及び能代港内における洋上風力発電プロジェクトは、4.2MW機を秋田港に13基、能代港に20基設置し、
発電容量約14万ｋＷとなる着床式洋上風力発電所を建設・運転・保守するもの。

○ 令和３年５月から洋上工事に着手し、令和４年末に運転開始を予定している。

能代港

秋田港

【位置図】

＜プロジェクト概要＞
事業会社 ： 秋田洋上風力発電株式会社

（丸紅(株)、(株)大林組、東北電力(株)、
コスモエコパワー(株)、関西電力(株)、中部電力(株)、
(株)秋田銀行、大森建設(株)、(株)沢木組、
協和石油(株)、(株)加藤建設、(株)寒風、三共(株) ）

所在地 ： 秋田県秋田市、能代市（港湾区域内）

発電容量 ： 約１４万ｋＷ（着床式）
（４．２ＭＷ機：秋田港１３基、能代港２０基）

総事業費 ： 約１，０００億円

運転開始 ： 令和４（２０２２）年末（予定）

売電期間 ： ２０年間

○秋田港内 完成予想図

○能代港内 完成予想図

＜秋田洋上風力発電（株）ホームページより抜粋＞

海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭

（参考）秋田港内及び能代港内における洋上風力発電プロジェクトの概要
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能代港内の基礎工事完了

秋田港へのタワーの搬入状況 秋田港へのブレード、ナセルの搬入状況

○ 基礎（モノパイル、トランジションピース）工事は、令和３年５月に着手し同年９月に完了。

○ タワー、ブレード、ナセルの基地港湾への搬入が令和３年１２月に開始され、これらを基礎の上部に設置する
ための準備が進められている。

秋田港内の基礎工事完了

＜秋田港洋上風力発電(株)ホームページより抜粋＞

（参考）秋田港内及び能代港内における洋上風力発電プロジェクトの工事実施状況
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